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はじめに

　近年，経済活動を律するさまざまな法規制を先進国・途上国の区別なく，

ある基準をひな形として標準化しようとする傾向が著しい。マネーロンダリ

ング（��������	�
����
，資金洗浄とも訳される。本章では，以下��と省略する）

対策も，例外ではない。企業統治分野と同様に，��規制は推進主体の場

（フォーラム）発足の母体を����とし，開発途上諸国も直接・間接的に枠組

みへの実質的な参加を余儀なくされている。しかし，これまでの研究は，国

境を越えた��取引の取締りに必要な手続と制度，およびその履行

（�����������）確保の手段について（��������［２０００］や���������	
［２００３］），

あるいは規制を導入した先進国における��取引の費用分析（����������	

［１９９９］），��規制の国際法上の論点（中川［２００２］）などが中心であり，反��

（���������	
����
������
���）枠組みに参加する途上国が固有に抱える課題に

ついて論じたものはほとんどみられない。

　したがって本章では，とくに途上国との関わりという観点から，���規制

に関連する法制度の構造を検討するとともに，�その整備がどのような枠組

みのもとで推進されているか，また，���規制を「標準化」する過程の特徴

および，途上国が国際的な枠組みに参加する場合の費用と便益をフィリピン

における取り組みを例に考察し，�現状における��規制整備の課題を検討す



ることを目的とする。テロ行為等の犯罪に関連する��取引を違法化し，金

融監督をつうじてその検出を行い，司法制度のもとで処罰を行うための各国

の法規制・監督制度の整備は実現段階にある一方，途上国をも含めてこれら

制度の実効性を確保していくという観点からは，現状のフォーラムや枠組み

では限界があろう。この議論は，本章での考察によって新たに指摘できる点

である。

　本章の構成は以下のとおりである。第１節では��規制の背景，第２節で

は���に関する法と規制の構造，第３節では履行メカニズムについて述べる。

第４節では，フィリピンにおける���取り組みの成果が国際的なフォーラム

において認知されるまでの経過を考察し，第５節で現時点における���枠組

みの課題をまとめる。

第１節　マネーロンダリング規制の背景

　１．��規制の必要性とその性質

　冒頭でも述べたように，���分野においてもグローバルに認知された規制

の標準化が行われている。企業統治改革を推進する中央銀行や証券取引委員

会などの各国監督当局は，それぞれが専管する分野で��対策の推進主体で

ある金融情報機関（�������������	���
	��	�������
��）の機能を担っており（兼務

している場合もある），また，「企業」に限定されない広義の概念に基づけば，��

対策もガバナンスの一分野とみなされるからである。そのうえ，従来「ホワ

イトカラーの犯罪」と呼ばれてきた，さまざまな取引利益を隠蔽し，脱税目

的で行われる��だけでなく，違法薬物取引や人身売買（���������		
��
�
），

テロ活動等に関連する利益や資金を合法化しようとする動きが，１９８０～１９９０

年代における世界的な金融自由化とグローバル化の潮流にともない，資金量

や物理的な移動，その手段や頻度を飛躍的に増加させたといわれる。した

���



がって，開発途上国の政府や監督機関に対しても，この潮流に先んじて，あ

るいは同時進行で��対策を行ってきた先進諸国が主導する��規制枠組み

に参加し，その取締りに積極的に取り組むことが要請されるようになった。

その理由として，第１に，上記に代表される非合法活動（とくに麻薬取引や人

身売買）が開発途上国を端緒として発生し，その利益が，世界中に広がるさ

まざまな送金システム・ネットワーク――先進国の金融機関やオフショア市

場，タックスヘイブンに代表される合法的なものから，「代替的送金手段」あ

るいは「地下銀行」と総称される非公式なものまで――を何度も経由するこ

とで洗浄される場合が多いことにある。そして第２に，２００１年９月１１日に発

生したアメリカ同時多発テロ事件を契機として，単なる資金の隠蔽や合法化

の阻止からさらに進んで，犯罪に利用される可能性のある資金移動自体に対

して，世界的に防止の網をかけようとする傾向が強まったことがあげられよ

う。

　しかしながら，��活動を取り締まることは，先進国の監督当局にとって

さえ容易なことではない。なぜなら，個別の��事件・案件の全体像，すな

わち，すべての関係者を洗い出すとともに移動した資金の額とその経路を完

全に把握することも，あるいは，たとえば「世界中，または自国内で１年間

に“洗浄”される，あるいは洗浄を目的として移動される資金は一体幾らに

のぼるか」という数字を推測することも，非常に困難な分野だからである（１）。

　また，��規制とその違反者との関係には「イタチごっこ」的な性質がと

もなうため，その対策には「絶対」と「終わり」は存在しない。損失の隠蔽

や収益計上にともなう納税義務の回避を試みる個人・企業が，国際会計基準

（���）や自国の会計基準の規定のなかに抜け道を探すように，監督当局が新た

な監視措置や規制の強化を導入すれば，��を試みる個人・企業は，利用す

る手段やチャネルをより巧妙化かつ多様化させていく。したがって，先進国

／途上国に関わりなく，各監督当局は常に��取引の類型と内容について最

新の情報を収集し，これを諸外国の監督当局と共有することによって，どの

ような規制が最も効率的に��取引を検出できるか（あるいは，該当しない取
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引を低コストで除外できるか）を継続的に検討し，対抗策を打ち出していかねば

ならない。後述する��対策関連のさまざまな政府間組織によって，活動年

報とは別に��事例の類型報告書（����������	����）が蓄積され，国際ワーク

ショップが行われるのは，こうした必要性を如実に反映している。

　違法な経済活動とそれにともなう��取引の国際問題化が深刻さを深める

につれ，このような作業を合理的に行うには，「国際的に認知された基準をも

とに，各国監督機関の足並みを揃えることがまず第一歩となる」という先進

国間，すなわち����加盟国間の共通認識が生まれたことには，上記のよう

な理由がある。結果として，��に関しても国際基準が起草されることと

なった。

　２．���のフォーラム――なぜ����か？

　���枠組みの調整機関である「資金洗浄に関する金融活動作業部会

（������������	�
�����
��
����
���
�����������	�
���
��）」は４０勧告（後述）等

の作成および改正を行っており，世界的な��規制整備における中心的機関

とされる。しかし，この組織自体は設立条約に基づく常設の国際機関ではな

い。１９８９年のアルシュ・サミット経済宣言において設立が合意された政府間

組織であり，一国の加盟のみならず����の存続自体も既加盟国政府代表が合

意して初めて可能となる（２）。具体的な手続としては，既加盟国代表がマン

デート（�������，活動目的）の見直しを行い，新たなマンデートとその実現

期間を定めたうえで，����総会において存続延長が決定される。最近では，

２００４年５月１４日，����閣僚理事会に合わせて開催された����総会において，

高度化する金融システムに合致する���基準の設定を継続的に行うことと，

とくにインフォーマルな非伝統的手段による��とテロ資金供与手段の撲滅

に取り組むこと等を定め，これまでの最長期間である８年強の存続（２００４年

９月～２０１２年１２月）が決定された。

　����が取り組んでいるのは，金融部門全般に関する���枠組みのなかで

���



も法制改革の基礎部分と��取引に関する情報共有・蓄積であり，���活動

における「脳」の機能を果たしているといえるが，そもそも，なぜ����諸

国が中心となって����を設立し，フォーラムの中心としたのであろうか（３）。

これには，３つの理由が挙げられよう。第１に，��対策で先行していたのが

先進諸国であり，１９８０年代にはすでに����においてオフショア金融市場を

利用した��取引が問題視されていたことがある。第２に，���は金融分野

のみならず，複数の行政機関が関与すべきイシューであること。次節で述べ

るように，��取引を予防し，取り締まり，刑事犯罪として違反者を処罰す

るには，金融監督機関の他にも警察機構や司法制度が行政側の当事者となる。

また，金融自由化とグローバル化にともない，国際決済銀行（����������	
���	����
�

������������	
�），バーゼル銀行監督委員会（����������	
���

���
����������

���������	
），証券監督者国際機構（������������	
������
�����
���
�����������

�������������	
���），保険監督者国際機構（�������������	
����������	�
	����������

��������	��
��
��）等の国際行政機関や，国際会計士連盟（������������	
�����������

����������	��
���
��），等の国際専門家団体への開発途上国政府組織や各国内

組織の参加が増加し，専門化が進んだ現在の国際組織には，このような調整

を行うべき適当な組織が存在しないからである。第３に，��のように新た

な違反手段に対して行政・司法措置を迅速に講じる必要が高い分野の場合，

国連等の法制化手続――総会決議に基づく条約策定（明文化）と各加盟国内で

の国内法制化――では，監督行政に関する具体的なモデル規制や指標の形成，

迅速な行動を実現することが困難であることが挙げられる。�７会合での議

論を契機に発足された����は，��取引のグローバル化と資金量の増加とい

う現実を反映したフォーラムであるといえよう。

第８章　マネーロンダリング規制と開発途上国　���



第２節　��に関する法と国際基準の構造

　１．��取引の犯罪化

　���分野における国際法をつうじた明文化への世界的な取り組みは，１９８０

年代以降，違法薬物（とくに麻薬）に関わる経済活動（生産・流通・消費の各

面）が国際的に問題視されるようになったことを契機として，国連経済社会理

事会において始められた。具体的には，�違法薬物常習者が引き起こす犯罪

の深刻な社会問題化，�麻薬の運搬手段として観光客等の無関係な個人が利

用され，結果として訪問地または帰国後に検挙・服役を余儀なくされる事態

の発生，あるいは，�麻薬生産に関わる開発途上国の遠隔地に居住する，貧

困層への代替的職業の提供と生活水準改善の問題，などがある。とくに�は，

時期を同じくして世界銀行や国連が貧困削減に向けて本格的な取り組みを開

始したことも影響し，国際機関の主要な活動分野のひとつとして大きく取り

上げられることとなった。

　麻薬関連取引を撲滅するための取り組みの一環として��が位置付けられ

ている理由は，それが麻薬の密造・密売を出所とする資金を隠蔽できるとい

う事実だけではない。��は生産者と消費者を結び付けるだけでなく，その

資金が環流されることで麻薬産業のさらなる拡大や，別種の犯罪資金として

利用される可能性があることが，国際的に認識されているからである。

　このように，麻薬関連取引撲滅の一環として国際社会で���法・規制の整

備は着手されたが，法的には�国際法による��取引の犯罪化（多国間［国連］

条約），�実務規定モデルの設定，�犯罪人引渡等，国家間での執行協力（二

国間あるいはウィーン条約［後述］を根拠とする執行要請）と，取締りの段階別

にそれぞれ異なる手段を用いており（図１参照），頻繁に見直しが必要とされ

る行政実務の内容について規定している�の拘束力が最も弱い。�に関して

は，国連経済社会理事会が１９８８年１２月に「麻薬及び向精神薬の不正取引の防

���



止に関する国際連合条約」（略称ウィーン条約，あるいは麻薬新条約）を採択し，

麻薬関連取引の撲滅のため，���活動を資金隠蔽と麻薬産業拡大防止，すな

わち治安維持と貧困削減等の一環として位置付けた。同条約は，薬物犯罪収

益に関わる��取引を犯罪として認定し，取り締まることを各国に義務づけ

ている。その後１９９９年と２０００年には，同理事会によって「テロ活動に対する

資金供与の防止に関する国際条約」（以下，テロ資金供与防止条約）および「国

際的な組織犯罪の防止に関する国連条約」（パレルモ条約）がそれぞれ採択され，

多国間条約によって��取引が犯罪化された。

　２．����４０勧告および特別勧告

　�　４０勧告

　��規制を各国内で整備する際のガイドラインとなる国際基準は，４０項目

から成る「勧告（��������	�
������
�����
�）」（以下，４０勧告）として発表・

改正されている。１９９０年４月に発表された第１版４０勧告の主な内容は，１９８８

年に発効したウィーン条約の規定に鑑み，違法薬物取引で得た資金の洗浄防

止に焦点を当てつつ，この目的のために金融システムが悪用されることがな

いよう，各国政府が講じるべき措置を列挙したものであった。
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（注）矢印の実線部分は各法規の中心的な機能を示す。点線部分は規定されているものの，他の

法規による規定がなければ実質的に機能しない分野を指す。

（出所）筆者作成。

図１　ML法規制のカバレッジ

AML/CFT関連法規
（3）国家間執行協力（2）実務（監督行政）規定（1）ML取引の犯罪化

FATF40+9勧告

ウィーン条約（麻薬）

パレルモ条約（人身売買ほか）

テロ資金供与防止条約

二国間条約

国連条約の国内

　法制化促進

ML犯罪人引渡条

　約の締結促進



　しかしその後も，��犯罪の類型は増加し，取引方法およびその技術も進

化し続けた。また，��犯罪が成立する前提となる犯罪が違法薬物取引のみ

では不十分であるとの認識から，人身売買等からの収益の洗浄についても防

止措置を講じることを定める必要性が生じたため，����は４０勧告の改正に着

手した。１９９６年に発表された第２版ではウィーン条約に基づき，前提犯罪を

「国際的な組織犯罪」（以下，重大犯罪）に拡大し（４），国境を越えた��取引へ

の監視を強化する内容となった。さらに，２００１年９月に発生したアメリカ同

時多発テロ事件を機に再び改正作業が開始され，２００３年６月に公表された第

３版では，勧告が定める範囲を��のみならずテロ資金供与にも拡大し，「各

国が，それぞれ固有の事情及び憲法の枠組みに従って，細部を実施するため

の最低限の行動基準を定めている」（����［２００３��３］）。送金等の通常取引に関

しても，金融機関に顧客・取引内容聴取の十全義務（��������	
��	
���
����）（５）

を明記，非銀行金融機関（証券・保険等）への監督，���や司法当局の権限に

ついて定義し，法的執行の強化を強調している。第３版改正における最も端

的な変化は，���取り組みの総称を���から�������（���������	
���
���

�����������	

�
��
）と変更し，テロ活動支援資金の国境を越えた移動を厳し

く監視する姿勢を明記したことである（表１参照）。このような����主導に

よる監督行政に関する規制の改正に呼応し，国連経済社会理事会は，前項で

挙げたテロ資金防止条約とパレルモ条約を採択している。

　�　特別勧告

　２００１年９月１１日にアメリカ同時多発テロ事件が発生する以前から，アメリ

カ監督当局がタリバーン関係者による資金移動を追跡していたこともあり，

同事件に対する����の反応は迅速であった。翌月の１０月には臨時会合が開

催され，加盟国は新たにテロ活動資金対策を����のマンデートに組み込むこ

とに合意し，続く１１月３１日には，「テロ資金供与に関する����８特別勧告

（���������	
�����

���	������������������������	��
）」（以下，特別勧告）（６）が

発表された。
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　この特別勧告では，テロ活動への資金供与を探知・防止・抑制する枠組み

を明示することで，新たなテロ資金対策の国際的基準を提供している。とく
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内容項

表１　FATF40勧告の改正点

1996年改正 4

8

9

10

12

13

15

22

25

36

（出所）中川［2006］および各改正FATF40勧告より筆者作成。

ML成立の前提犯罪を拡大
（違法薬物関連取引→前提犯罪［人身売買，テロ活動等“重大犯罪”］）

監督対象の金融機関を拡大（両替商を追加）

身元確認対象範囲を拡大（企業や専門職を持つ個人にも適用）

顧客の身元確認（法人にも適用）

取引記録の５年保管義務づけ

「新たな金融スキーム・技術への注意義務」の追加

「疑わしい取引」の報告義務

国境を越えた現金取引に対する監視の強化

シェル会社の濫用防止

捜査協力におけるコントロールド・デリバリーの徹底

2003年改正 1

5

6

7

12

13

21

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

37

40

MLの犯罪化を強化（国連条約の早期・完全国内化）
顧客の身元確認の徹底（customer due diligence: CDD）
４項を政治家にも適用（政治的影響の排除）

コルレス銀行へのCDD徹底
非金融機関へも記録保管義務を拡大

FIUへの「疑わしい取引報告」の徹底
NCCT認定と対抗措置
非金融機関の監督強化

各国 AML/CFT指針の作成
FIU設立の徹底（情報の集中化）
法執行当局の指定

当局による資産没収の合法化

金融監督当局の権限強化

当局の（情報）リソース確保の強化

内外関係当局の連携確保の徹底

取締りに関する統計の整備

法人の違法活動防止

信託会社の違法活動防止

双方加罰の不適用

関係省庁間の協力窓口の指定（明示）



に，�テロ資金防止条約（１９９９年）（７）の批准・完全履行のための迅速な措置

と対テロリズム対策に関する国連決議，なかでも国連安全保障理事会決議

１３７３（２００１年９月）（８）の速やかな履行，�テロ資金供与および関連する��の

犯罪化，�送金システム（電信および代替的送金システム）の監督と違法業者

の処罰，�テロ活動資金供与に悪用される非営利団体に関する法律・規則の整

備と予防手段の確保を重点課題とし，各国が整備すべき内容を列挙している。

　さらに����は同勧告を２００４年１０月に改定し，�テロ活動への資金供与を探

知・防止・抑制するために各国が整備すべき枠組み，�既存の送金システム

等を利用しない物理的手段による現金等の運搬の取締り，の２点を追加，９項

目から成る特別勧告とした。

　３．���取り組みの変質

　����は４０勧告の目的を，�（金融）犯罪の減少，�（資金取引の）核となる

金融システムの信頼性の維持，�世界的な三大「公共悪」（テロリズム，汚職

および腐敗，虚偽報告）の取締り，としている。２００１年以降，アメリカ同時多

発テロ事件の影響により，���枠組みの主要な目的は�および�から�に大

きくシフトした。第３版４０勧告および特別勧告の発表とともに“���”を

“�������”と変更することによって，����のマンデートの重点は，「��

取引を検出し，いかに合法的取引制度のなかで是正させるか」から「重大犯

罪のなかでもとくに，テロ活動支援目的のための資金移動自体の撲滅」へと

移行したといえる。

　しかし，テロ活動支援のための資金移動は，以下の４点において他の��

取引と性格を異にする（９）。第１に，テロ活動資金調達とは，すべてではない

にせよ「合法的活動から得られた資金を違法な活動のために利用する」ため

の資金移動をともなう。つまり，従来想定されていた他の��取引とは逆の

プロセスを辿ることがある。第２に，他の��取引と比較すると１回に移動

される資金額が小さく，該当取引の検出コストが大きくなる傾向をもつ。第

���



３に，少額であろうとも，テロ活動の発生を予防することで得られる社会的

便益は大きいとみなされるため，監督当局の目的は「取引の規制と減少」で

はなく「活動あるいは��取引自体の撲滅」となる。そして最後に，他の��

取引が程度の差こそあれ「利益（＝経済的）目的」であるのに対し，テロ活

動に関する��取引は非経済的動機，すなわち「政治的目的」を果たすこと

にあるため，発見・検挙がより困難である。

　第３点は，����の活動目的に変化がみられたことの原因を，端的に表して

いる。実際，各加盟国は，正規の金融システムがテロリストや犯罪への対策

をすでに強化していることに鑑み，�現金の運び屋，�代替的送金システム（１０），

�非営利組織（���）の悪用等，非正規あるいは新しい手段によるテロ活動

を目的とする資金移転とその資金洗浄を，警戒と監督の焦点とすることを確

認している。今後は，規制の対象が非金融機関へ大幅に拡大されるだけでな

く，コミットメントを求められる行政組織側も多岐にわたることが予測され

る。

　この����を中心とする���枠組みは，企業統治改革への取り組みと同じ

パターンのネットワークを形成している（図２参照）。先進国・中所得国が核

となる３３加盟国の他に，���������	�����
��を締結することによって����と

協力することを明記した（����とは独立して組織された）８つの����型地域対

策グループ（１１），金融市場監督や開発援助機関，重大犯罪撲滅関連に取り組む

国連諸機関を含む３０のオブザーバー等が相互に情報交換やワークショップ，

総会への参加を行う形になっている。

第３節　���枠組みと履行メカニズム

　前節でみたように�������枠組みは，�国際法による��取引の違法化，

�����４０＋９勧告を標準とする国内監督制度の整備，�国境を越える犯罪に

関する二国間条約（あるいは国際法に基づく執行要請），という法制度を備えて
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いる。����は，企業統治改革におけるグローバル・コーポレート・ガバナン

ス・フォーラム（����������	���
�������
�
��������������）（１２）と同じく����

諸国を中心として設立されたが，４０＋９勧告の履行メカニズムのなかに対抗

（制裁）措置（��������）を備えている点において，企業統治改革とは大きく異

なる。本節では，とくに����への加盟を認められていない途上諸国を含む履

行メカニズムと支援体制を中心に，�������枠組みを概観する。

　１．途上国を含む履行メカニズム

　�������における国際基準として認知されている４０＋９勧告の適用と履

行メカニズムには，企業統治原則（���������	
��

��������
����������）や���

の国際的な適用拡大への取り組みに代表される，他のガバナンス分野と同様

のパターンを読み取ることができる。����は４０＋９勧告の内容を，「各国が，

それぞれ固有の事情及び憲法の枠組みに従って，細部を実施するための最低
� �

限
�

の行動基準」（傍点引用者）（１３）としており，各国における履行を評価する際

にも先進国／途上国で区別せず，また，����への直接的加盟／非加盟（関連

組織への加盟をつうじた間接的参加）の区別にかかわらず，一律に適用する判断

基準としている（１４）。したがって����は，「国により法制度及び金融制度は多

様であり，共通の目的を達成するにあたって，全ての国が，とりわけ細部に

ついてまで，同一の措置を講じ得るものではないことを認識して」いるが，

地域別のタスクフォースをつうじて各国の��規制の平準化を図っていると

いえよう。

　�������における国際基準である４０＋９勧告の履行を担保する手段の第

１は，各加盟国自己評価と相互監視である。各加盟国は年１回の頻度で����

が作成した評価フォーム（���������	
��
�����）を用いて自己評価を行うこと

が義務づけられている。これと並行して，総会で決定されるスケジュールに

従い，他の加盟国代表や国際機関職員・専門家で構成される評価グループに

よって相互評価（��������������	
�）を受ける。この相互評価は，���・世銀
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が行う「金融セクター評価」（�����������	�
���
	��������	���	�
������）との

重複を避けつつ，当該機関間で協力して行われる（１５）。したがって各加盟国は，

���・世銀が合同で実行している「金融セクター評価プログラム」等にも常

時積極的にコミットすることが求められている。

　このような外部圧力に対応しない加盟国へは，第２の履行メカニズムであ

る対抗措置（１６）が実行される場合がある。４０勧告では加盟国への対抗措置の

適用について，以下のように定めている。

　金融機関は，����勧告を適用していないか又は適用が不十分である国

の者（会社及び金融機関を含む）との業務関係及び取引に対して，特別の

注意を払うべきである。これらの取引が明らかな経済的目的又は明白な

合法的目的を有さない場合には常に，その背景及び目的を可能な限り調

査し，調査結果を文書にした上で，権限ある当局が利用し得るものとす

べきである。当該国が����勧告を引き続き適用しないか又は適用が不

十分である場合には，各国は適切な対抗措置を取り得るようにすべきで

ある。（第２１項）（金融庁特定金融情報室［２００３��１０］）

　当該加盟国はまず，����総会で進捗報告を行い，他の加盟国を納得させる

ことが求められる。これが不満足な結果に終わった場合，����代表（���������）あ

るいはその代理（���������	���
�����
）が当該政府に改善要請書を送付する。最

終的には加盟資格が問われ，一時的資格喪失が決定される。

　また，�������枠組みでは正式な加盟国以外に関しても非協力国・地域

（����������	
���
����
����
	��
�����
��������		
）リストを作成することで，

����が主導する�������枠組みへの協力が不十分であったり，４０＋９勧告

の内容に照らして国内法制度等に不備が散見される国を認定・公表し，���・

世銀や����型地域対策グループと協力しながら，改善の進捗状況を定期的に

監視している。����認定基準は２０００年２月に公表され，同年６月には１５カ

国が����と認定された（表２，３参照。２００６年１０月に行われた����総会において

ミャンマーが削除され，現時点では����なし）。

　����としての認定は，����および地域対策グループや���・世銀等が協

���
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表３　FATF認定・公表によるNCCTsの変遷

削除国・地域追加国・地域
公表日

（国・地域数）
バハマ，ケイマン諸島，クック諸島，
ドミニカ，イスラエル，レバノン，
リヒテンシュタイン，マーシャル諸
島，ナウル，ニウエ，パナマ1)，フ
ィリピン，ロシア連邦2)，セントク
リストファー・ネイビス，セントビ
ンセントおよびグレナディーン諸島

2000年6月
（15）

2001年6月
（17）

バハマ，ケイマン諸島，リヒテンシ
ュタイン，パナマ

2001年9月
（19）
2002年6月
（15）

ハンガリー，イスラエル，レバノン，
セントクリストファー・ネイビス

2002年10月
（11）

ロシア連邦，ドミニカ，ニウエ，マ
ーシャル諸島

2003年2月
（10）

グレナダ

2003年6月
（9）

セントビンセントおよびグレナディ
ーン諸島

2004年2月
（8）

エジプト，ウクライナ

2004年7月
（6）

グアテマラ

2005年2月
（3）

クック諸島，インドネシア，フィリ
ピン

2005年10月
（2）

ナウル

2006年6月
（1）

ナイジェリア

【現在の認定国】なし2006年10月 ミャンマー

（注）1）下線付きのバハマ，ケイマン諸島，パナマ３カ国は，Offshore Group of Banking 
Supervisors（OGBS）加盟国。網掛けされているナウル，ミャンマー，ウクライナ３カ国には，
対抗措置が発動された。

　　　2）非協力国・地域リスト（NCCTリスト）に認定・公表され，同リストから削除された後
にFATF加盟国となったのは，2006年11月末現在まででロシア連邦のみ。

　　　3）NCCTリストは，3－4カ月毎に開催されるFATF総会において見直される。2005年にリス
トから削除されたナウルはAPGオブザーバー，ナイジェリアはGroupe Inter-gouvernemental 
d’Action contre le Blanchiment en Afrique（GIABA。西アフリカ諸国経済共同体加盟国による
地域TF，1999年12月発足。ナイジェリアの加盟時期不明）メンバー，ミャンマーは2006年３
月にAPG正式メンバー加盟（2006年11月17日現在）。

（出所）FATFおよび金融庁特定金融情報室ウェブサイト（章末の参考文献リスト参照）より筆者
作成。

エジプト，グアテマラ，ハンガリー，
インドネシア，ミャンマー，ナイジ
ェリア
グレナダ，ウクライナ



力して行う評価結果に基づき，同リストからの削除は����総会での討議を経

て決定される（１７）。����には喫緊に解消すべき課題とその実行期限が課せら

れ，年に一度，����による進捗の評価を受けることになる。一方，他の加盟

国には「��対策の観点から監視を強化すべき，かつ疑わしい取引の届出に

関して特別の注意を払うべき当該国」として，各国���法規の管轄下にある

関係金融業界（銀行・保険・証券）団体等へ周知を徹底することが要請される。

具体的措置としては，����に所在する個人・法人との送金授受や，保険・

証券売買契約や口座開設に際して本人・実体確認を通常よりも厳重に行うこ

と，金融機関とのコルレス勘定の開設・維持には特別な注意を怠らないこと，

等である。

　このような手段が講じられた場合，����への影響は，合法的な経済活動

にともなう支払や為替リスク管理が日々タイムリーに実行できなくなる可能

性に限らない。金融機関には，顧客に提供できるサービス自体に制約が課さ

れるという結果をもたらす場合もある。一例を挙げると，フィリピンのメト

ロ銀行（１８）は２００２～２００３年にかけて，在日出稼ぎ労働者による日本から同国内

への送金ネットワーク拡大を目的に，郵便貯金とのオンライン・ネットワー

ク提携を申し入れたが，����として認定されていることを理由に契約締結

に失敗している。

　さらに，����が要求する改革とその実現期限を����政府が実行できな

かったり，���改革の進展速度が遅く，評価グループの勧告に従っていない

と判断された場合には，����からの要請を受けて加盟国が当該����に対抗

措置を適用することも可能という体制もとっている。１９８９年の����発足以

降，����認定国で対抗措置の発動を受けたのは，ナウル（対抗措置の継続期

間は２００１年１２月～２００４年１０月），ウクライナ（同２００２年１２月～２００３年２月），ミャ

ンマー（同２００３年１１月～２００４年１０月）の３カ国である。
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　２．国際機関その他による途上国への支援状況

　��取引の範囲が拡大され，各国で採用すべき措置が質量の両面で多様化

すると，財政上の制約や人材の確保に限界をもつ途上国は，要求されるレベ

ルの対応策を迅速に講じることが困難であること，また，���／世銀は

����４０勧告を金融およびガバナンス分野における国際基準（����基準）のひ

とつとして認定しているため，途上国向けに多国間あるいは二国間の支援が

行われている。国際機関等による主要な対途上国支援体制の概略は以下のと

おりである。

　����自体は，その使命と目的を「���の趣旨を全世界的に広める」「����

加盟国による４０勧告の遂行を監視する」「��取引の動向と対策を（常に）見

直す」と定めており，開発援助機関が途上国に提供するような技術支援は行っ

ていない。しかし，組織内にワーキング・グループを設置し，たとえば地域

別��類型報告を集約したり，評価フォームやガイダンスを作成し，ワーク

ショップを開催することで，各国監督機関が���改革の進捗やその必要性を

認識するのに資するような情報提供を行っている。また，�������枠組み

の中心的組織として，他の国際機関との役割・機能分担を調整している。た

とえば，���・世銀および地域��対策グループと「国際（開発）金融機関に

関する����ワーキング・グループ（����������	
��
���
	���	
��
��

���	����

�������������	�	
	������
����）」を組織し，共通�������方針の見直しを行う一

方，���間組織であるエグモント・グループと共同で，法執行に関する評価

基準を���・世銀に提供している。

　����に協力する地域タスクフォースも加盟国への支援を行っている。た

とえば，���では『長期計画２００１－２００４』のなかで，「域内の権限機関に技術

援助および研修（���������	�

�
�����	���	�������
，���の文書では略称����）

の場を提供・調整し，必要な場合には，加盟各国が包括的に���対策を実現

できるよう，支援する」ことを目標のひとつと定めている。現時点では，総

���



会やワーキング・グループが開催するフォーラムで，加盟先進国の監督当局

代表による特定のイシューや自国の監督制度に関するプレゼンテーションが

行われているものの，���単体では予算上の制約もあり，世銀やアジア開発

銀行（��������	�
��
�������������）が提供するような本格的な支援を加盟

途上国に提供していない。しかし，本部でコンサルタントを雇用し，加盟国

が���の法制化や改正をする際などに助言を提供する，あるいは��犯罪類

型ワーキング・グループのワークショップや特別セッションを開催し，情報

と知識の共有を行っている（１９）。また，���はすでに２００２－２００３年の総会にお

いて，����８特別勧告（当時）や改正４０勧告（第３版）を���に関する国際

基準として承認している。これら勧告の迅速な遵守が要求されていることか

ら，２００２年に「技術援助および研修フォーラム」を組織し，年次総会スケジュー

ルと合わせて，アジア太平洋諸国間で研修機会をもつための組織づくりと優

先課題マトリクス（����������	��
�����
�����）の作成に着手した。このマ

トリクスは，世銀・���の���������	
��
��
�
���������にも提供されて

いる。

　さらに，企業統治改革の推進と同様，���／世銀等の国際機関も金融セク

ター評価プロジェクトをつうじて加盟国に勧告や助言を提供している。また，

世銀や���は，プログラム融資のコンディショナリティに�������に関連

する項目を加えることにより，技術援助を付随させる形で，法制化に関する

コンサルタンシーや報告システムの導入などを支援する場合もある。前述し

たように，���・世銀は技術援助や支援ニーズの集約を���������	
��
�

�����������	
を作成することで始めた段階である。この点に関しても，

����や国連機関とデータの共有をはかっている。
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第４節　途上国による�������参加の事例――フィリピンに

おける国内適用の費用と便益

　前節で述べたように，�������枠組みは非����加盟国――多くは����

型地域別��に参加している――である開発途上国にも，国際基準とされる４０

＋９勧告の国内化と履行を強く要求するメカニズムをもっている。対抗措置

が発動された場合，当該国経済へのインパクトは，����勧告や���の目的に

対して抱えている問題点の深刻さを反映して異なるであろう。本節では，

����に認定された途上国がリストから削除されるまでをフィリピンを事例

に検討し，途上国がこのような枠組みに参加する費用と便益を考察する。

　フィリピンは，����リストの第一次発表以来の認定国（２０００年６月～２００５

年２月）であった。������［２００４］は，同国が「���の重要性を認識したの

は，����として認定されてから」であるとしているが，����認定から削

除までの５年間において，どのような取り組みと成果が挙げられたのであろ

うか。

　１．�������枠組みへの参加の背景

　����として５年間，����，���，���および世銀等の監視を受けてきた

フィリピン関係省庁は，国家予算や人材面で厳しい制約を受けながらも

�������枠組みに参加している。これには，国内および対外事由が大きく

影響している。

　国内事由として最も重要な要因は，対抗措置が同国の景気・経済に与える

影響の大きさを無視できないことにある。７００万人を超えるフィリピン人海

外出稼ぎ労働者（����������	
	�	���
������������）が送金する外貨は中銀の外

貨準備や在国民の消費活動原資の中核であり，海外金融機関から対抗措置を

とられた場合のデメリットは，経済的にも治安維持等の政治・社会的側面か

���



らも，政府には容認できないことである。その他にも，��������が企業お

よび公的部門双方のガバナンス向上の一環として監督機関に認識されている，

�国内に南部のミンダナオ州を拠点とするイスラム系テロ組織が存在し，ま

た，麻薬／人身売買資金の撲滅が貧困削減や経済発展における急務である，

�金融その他商取引の実態把握による税収増，あるいは��資金・資産の凍結，

没収による国庫収入増，等が挙げられよう。一方，対外事由には，�重大犯

罪以外で��取引に繋がりやすい，汚職など公的部門の腐敗（����������）で

も国際的に評価の低い現状（２０）を改革する喫緊性が高い，��������枠組み

に参加することで国内の反改革派を抑制する手段として利用できる，がある。

結果として政府は，ソブリン格付けや国内金融市場・制度に対する海外投資

家の信認向上を期待していた。

　２．����認定（２０００年６月）から削除（２００５年２月）まで

　����によって初めて����リストが発表された当時，フィリピンの���法

（��������	
�����
�����������������２００１������）案（２１）は議会で審議過程にあり

未成立であったが，法案の内容をもとに明らかにされた����認定事由は，

主に以下の３点にあった。第１に，��として処罰される前提犯罪の範囲が

国際基準からみて狭い（人身売買，身代金取得目的による誘拐，麻薬取引，ハイ

ジャック等の重大犯罪が法案に��関連取引として規定されていない），第２に，

銀行守秘義務規定によって中央銀行の検査権限が制限され，��防止の重大

な障害になっている，第３に，銀行に課される「疑わしい取引の報告義務」

（������������	
��
������	���	�）の下限額が大きすぎる（法案および２００１年成立の

����では４００万ペソ［当時，約１０００万円相当］）である。

　このように，フィリピン���枠組みにおける当初は，法律制定の遅延とそ

の内容に欠点があるとされた。����は約半年ごとに���等をつうじて進捗

評価を行い，����制定と改正について時限付きで勧告したが，立法機関で

ある議会内での審議が進まず（２２），アロヨ大統領やブエナベントゥーラ中銀総
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裁（当時）が，メディアを利用して迅速な成立や改正を呼びかけることが再

三であった。最終的には，����による対抗措置発動の予告もあり，����の

制定およびその改正法の成立は，それぞれに設定された期限当日の深夜に立

法過程を終了した（����改正法の成立は２００３年）。

　それ以後も，����に基づいて設立された��������	
�（����）の権限が

制限されていること，司法制度の整備の遅れなどを事由として，同国は����

リストから削除されなかった。専門裁判所の設置や裁判官の任命が，「有効な

監督および執行機関の設立」が認められる条件として，また，凍結資産や立

件実績が少ないことが勧告されたからであり（表４参照），���による８条コ

ンサルテーションにおいても同様の改善が指摘された。フィリピン政府は世

銀や���の支援を受けながら，����職員の増員や司法制度の整備を進めた

が，最終的に，����リストからの削除には約５年を要した。また，����

認定解除の３カ月後には，���政府間組織であるエグモント・グループへの

正式加盟国となった（２３）。

　３．フィリピンにおける�������枠組み参加の費用と便益

　企業統治改革の推進枠組みと同様，����を発足母体とするフォーラムが

主導している国際的取り組みにおいては，フォーラム自体と地域的組織間，

すなわち「先進国＝途上国間」での政策実現スピードや国際基準の遵守レベ

ルに関する調整は行われにくい。推進枠組みの構造が，地域性や各国法制度・

行政組織の差異を認めながらも，主導的調整組織（����や����）へのメン

バーシップの有無にかかわらず，国際的に認知された基準を地域ぐるみで一

律に採用していくという形式を採用しているからである。では，企業統治原

則とは異なり，履行強制力をともなう���規制枠組みにフィリピンが（間接

的にせよ）参加するのはなぜだろうか。メリットや動機をまとめると以下の

ようになろう。

　便益の第１に，��規制の根拠となるテロリズムや麻薬，人身売買等の重

���
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表４　フィリピンにおけるAML活動の主な実績
（2001年12月18日～2005年10月31日）

①法・規制

AML法（AMLA，共和国法［RA］No. 9160）施行，同法細則の公表・実施

→AMLC（中央銀行総裁［議長］， SEC委員長，証券委員会委員長）を中央銀行内に設立

AMLA改正法（RA No. 9194）成立

【改正点】①取引報告義務の下限額を400万ペソ／日から50万ペソ／日に

　　　　　②「疑わしい取引」報告義務の拡大

　　　　　③AMLCによる裁判所命令不要な金融機関口座検査権を拡大

　　　　　（身代金目的の誘拐，違法薬物売買，ハイジャック，放火および殺人）

　　　　　④中央銀行による金融機関口座の定例・特別検査権を保証

改正法に基づく改訂版細則の公表・実施

2001年10月

2003年3月

2003年8月

（注）1）報告数内訳：金融機関（銀行＋非銀行金融機関）1730，保険会社19，証券会社9，政府機関3。

　　　2）手数料等に関する不正報告やナイジェリア金融機関・個人による詐欺など。

②届出件数累計

金融機関 保険会社 証券会社 政府機関 その他 取引数累計 報告数累計

疑わしい取引

報告義務該当

取引

その他疑わし

い取引2)

5,394

44,364,807

121

47

40,162

0

24

61,448

0

2,679

0

0

0

0

44

8,144

44,466,417

166

1,7611)

44,466,417

164

（注）１）ペソ換算レート：1USドル＝55.06ペソ，1日本円＝0.477ペソ。
　　その他，国外に移転された資産2立件に関して24銀行口座，合計83万7334.82USドルがある。

凍結資産合計額

凍結解除・返却額

合計

1,054,334,553.00

688,260,515.00

366,074,038.00

2,809,091.00

67,899.00

2,741,192.00

63,114.36

0

63,114.36

1,209,033,209.01

691,999,033.94

517,034,175.07

フィリピン・ペソ USドル１） 日本円１） ペソ建合計額

③凍結資産累計

（注）略称は，OMB＝オンブズマン理事会（公務員の汚職等調査機関），DOJ＝司法省。斜線つき
コラムは，各機関の管轄外を示す。

（出所）AMLCへのインタビュー（2004年8月，2005年11月）で得た資料をもとに筆者作成。

④司法制度・政府機関で審議中のAMLA違法案件

OMB DOJ 地裁 高裁 最高裁 合計

ML取引
資産凍結命令の延長

資産没収

資産凍結命令の申請

金融機関調査の申請

合計

0

0

10

10

24

24

18

66

0

3

5

8

0

4

4

34

7

24

5

18

88



大犯罪が自国と無関係な問題ではないことが挙げられる。治安維持という国

内事由はもとより，国際テロ活動撲滅の主導国であると同時に，最大の���

受入国であるために政治的にも経済的にも重要な大国であるアメリカに真摯

な���取り組みをアピールすることは，フィリピン政府にとって最優先すべ

き事項である。第２に，���規制を取り入れ，国際機関や二国間の技術援助

等を活用して国内規制を強化することにより，国内企業・個人の金融その他

商取引動向を知ることが可能になる。汚職や納税忌避等による税収不足を抱

える同国にとっては，公的部門を含めたガバナンス向上の有力な一手段とも

なり得るからである。第３に，���枠組みに参加することにより，国内の利

害関係者や反改革派を抑制する手段として，国際基準の遵守を要求する外的

圧力の利用が可能になる。とくに，制度化された汚職とそこから得た利益の

海外流出――いわゆる��取引の本来的目的――を撲滅・防止するためのコ

ミットメントを明示し，実行していく格好の動機付けである。第４に，現実

には����認定解除に時間を要したために効果を挙げたとはいい難いものの，

対外的な影響が期待できよう。国際的取り組みに参加し，段階的であれ成果

を挙げていると示すことができれば，長期的にはソブリン格付けや国内金融

制度・市場に対する外部の信認向上にもつながる。カリフォルニア州公務員

退職年金基金（����������	
����
	����������	�����������������，通称�������）

など，先進国機関投資家のなかには新興・途上諸国を経済・法規制・市場制

度について独自にランク付けし，投資対象とすべきか否か判断する組織も存

在するため，取引量や投資家数でアジア危機以前には回復していない同国金

融市場の活性化において，海外投資家の動向は無視できないからである。

　しかし一方，����中心の���枠組みに関与していく費用も小さくない。

第１に，����認定理由からも明らかなとおり，有効な��規制を成立させる

ためには，監督機関（政府）と立法機関（議会）との改革に対する温度差を埋

める必要がある。これは，����や国際機関の勧告を外的圧力として利用して

も，容易には実現していない。実業界との強い繋がりをもつ議員で構成され

る議会と，常に����や���・世銀からの圧力に対処しなければならない政府

���



機関の優先順位は必ずしも一致しないからであるが，対抗措置の発動予告も

含む����による再三の勧告発表は，同国ソブリン格付けの低下を招き，政府

および企業の（とくに海外市場での）資金調達コストを引き上げる結果となっ

た。第２に，制度インフラへの継続的支出もネックとなり得る。��規制を

実効的に行うには，金融監督機関・警察・司法機構が主要なアクターとなり，多

岐にわたる国内行政組織間の調整能力が問われるからであるが，財政的制約

の厳しい同国では，����本体への予算配分も１０００万ペソ（約２０００万円）と一

監督機関としては少額であるだけでなく，現時点では中央銀行や証券取引委

員会がもつ内部留保の権限も法的に与えられていない。����自体も「今後

の課題」とする，人材確保と育成，関連知識の蓄積については，先進国から

の二国間ベースや国際機関等，外部による支援の獲得如何に依存しているの

が実情である。

　また，同国のように����リストに存続し続けることに起因する別種の費

用も存在する。前述のエグモント・グループは，国境を越える��犯罪に関

する���間での情報授受機能も負っているが，非加盟���に対して行うのは情

報提供要請とその取得のみである。調査対象取引の概要や情報受領後の

フィードバックは行われないため，２００５年に加盟国となるまで，����にとっ

て近隣諸国での最新イシューや広域テロ組織が利用する��取引動向等に関

する情報や知識の入手は非常に困難であった。

　以上のように，強い履行メカニズムを内包する�������枠組みのもとで

は，フィリピンのような政治経済体制をもつ途上国の便益と費用は表裏一体

をなしていることがわかる。同国政府および関係監督機関は今後とも，財政・

政治・経済の各側面を勘案しながら，国際的なコミットメントを継続して要

求されるという状況にある。
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第５節　����型法制改革とそのグローバル化における課題

　����を調整機関とする�������枠組みは，非加盟国も含めて（����認定

国がある場合を除く）（２４）各国の法・監督制度整備を実現しつつあり，別言すれ

ば，国連条約を根拠とする国際基準としての４０＋９勧告の普遍化が行われて

いるといえるかもしれない。しかし第１節でも述べたように，�������の

履行は，各国監督機関の不断の努力と相互協力を必要とする。本節では，財

政および人材上の制約をもつ開発途上国の観点から，����型法制改革におけ

る課題をまとめる。

　第１に，����が負う機能の限界である。さまざまな手法やスキームが日進

月歩する金融部門の監督や，経済犯罪に関する適切な人材を確保・養成する

ことが途上国にとって最大の課題であるが，金融監督，違法資産の凍結から

捜査と立件，判決にいたるまで，多岐にわたる一連の手続きにおける実効性

の確保については，各専門国際機関や地域別����型グループの管轄とされ，

研修や技術援助等の積極的な調整は行われていない。����が担当するのは

４０＋９勧告の改定と普遍化（�������の「脳」の部分）であるため，必ずし

も「手足」となる実行組織である関連国際機関すべてに加盟していない途上

国にとっては，その他の外部支援を得られるか否かが，�������枠組みの

履行にコミットするうえでの不可欠な要素となる（２５）。

　第２に，４０勧告の目的にもある「世界的な三大『公共悪』（テロリズム，汚

職および腐敗，虚偽報告）の取締り」には，公的部門のガバナンス向上が不可

欠である。法や規制が整備されてもその監督や執行が規定どおりに実行され

なければ「国際基準の普遍化と普及」も実効性をともなわないが，企業統治

改革と同様，現状の枠組みでは有効な手段を見出せていないのが現実である。

また，勧告の目的に明記しているものの，����は現在まで汚職や腐敗の削減・

解消には積極的に取り組む姿勢をみせていない。

　第３に，各国�������活動への評価や相互監視手段における客観性維持
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の問題がある。����が行っている相互評価と���・世銀が行っている����

との整合性や，ひいては，ともに「すでに相応の��規制枠組みを国内に構

築済みであるか，対策の実現を著しく進捗させた」あるいは「実効的な���

であること」を要求する����とエグモント・グループへの加盟承認の条件な

ど，関連機関の間で調整すべき点が散見される（２６）。しかし，����がこの点

での調整機能をも負う意図があるか否かは，現時点では不明である。

　��規制のように，国境を越え，銀行・証券・保険の全般的な金融分野に

またがり，さらには異なる規制をもつ市場（オフショア市場）をも視野に入れ

ねばならない複合的な経済活動に関しては，グローバルなルールとそれに基

づく監督・取締りネットワーク形成に際して，今後も����や����型の改革

フォーラムが形成される可能性は否定できない。しかしながら，移行経済や

途上国にも間接的に履行を強く要求する場合においては，これら諸国が直面

する人材・知識・財源制約を視野に入れ，先進諸国や国際機関による慎重な

枠組み形成が必須であろう。設立後１０年に満たない����体制が，枠組み内で

その機能を備えたとき，初めて国際社会における経済法制改革の一モデルと

なり得る。また，その改革過程において，必要な場合にはより適切な機関に

フォーラムを移行させることも議論されるべきである。

　〔付記〕本章で行ったフィリピンの事例研究に関し，関係機関での資料収集やイ

ンタビューには，同僚である鈴木有理佳研究員（アジア経済研究所地域研究セ

ンター東南アジアⅡ研究グループ）にもご協力いただいた。章末ではあるが，

出張期間中の貴重な時間を快く割いて下さったことを記し，筆者の謝意とさせ

ていただく。

〔注〕―――――――――――――――

�　���では，「全世界で年間に洗浄されている資金は���の２～５％に相当す

る，という推計が一般的」としている（１９９８年２月２８日，カムドシュ［当時］

���専務理事による����総会でのスピーチ［������������	
���
�����������

������������１９９８�０２１０９８����　２００６年１１月１７日アクセス］）。また，このよう

な推計の難しさや問題点については，�����［１９９９］あるいは�����［１９９９］を
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参照されたい。

�　����設立に際して出資した機関・国は����のごく一部（����，世界銀行，

８カ国）。事務局は����内に設置されており，担当職員は１０名（２００６年２月

現在）。また，新たな����加盟国となるには，�オブザーバーとしての参加が

既加盟国に認められ，�����による評価を受け，国内法・規制やその遵守，

監督制度の実効性が確認された場合，�正式加盟が����総会において承認さ

れることが必要である。

�　最も早く法制度整備に着手したのはアメリカ（１９７０年～）であり，これにイ

ギリスやスイスが続いた（中川［２００６］）。

�　「国際的な組織犯罪」は“�������������	��
�����
	�����”，「重大犯罪」は

“���������	���

�����”に対する対訳。いずれも英語は����４０勧告，日本語は

金融庁特定金融情報室の仮訳を使用した。

�　��������	
��	
���
����に対する日本語訳は，現在のところ定まっていない。

�　������“��������	��
����
���
���
������
���������������”�３１���������２００１��

�����

�　����１９９９����������	�
��	��
������
��������������������	
�	���
����
�
��
��

�����������	


�　����������	
��
���	����������	�����１３７３��同様の勧告に，２００２年１月に公表

された���������	
１３９０がある。

�　たとえば，���������	�
�����［２００４］，����������	［１９９９］を参照された

い。���������	�
�����［２００４］では，第１に挙げた��取引のプロセスを

“��������	
����”と名付け，非合法活動からの利益の出所を不明確にする従来

の��プロセスと区別している。また，移動されるテロ資金（現金）は多くの

場合，１０万米ドル以下であるという。

�　中東地域で利用されているハワレ（������）など。

�　����からは独立した組織であるため，活動資金も各地域タスクフォース加

盟国間で手当てされる。現実には特定（先進）国の拠出金に依存しており，

��������（アジア太平洋地域タスクフォース）ではオーストラリアが中心に

なっている。

�　����と世銀，その他８カ国の共同出資によって設立された。同フォーラム

は，下部組織として５つの地域作業部会（��������	��
����
���）を運営してい

る。

�　本パラグラフのカギ括弧内は，金融庁特定金融情報室［２００３］で使用されて

いる訳語を引用した。

�　たとえば，各国の���法規定に含まれる「金融機関による取引報告義務が発

生する１件当たりの基準送金金額」を����が勧告する際，各途上国の金融市

場規模や１日の直物外為取引高の大小に関係なく，「米ドル１万ドル相当」が

���



適用される場合が多い。金額の根拠は不明であるが，先進諸国でも最も早くか

ら���規制を導入したアメリカの銀行記録・外国取引法（１９７０年）において，

「１万ドルを超える現金取引の内国歳入庁（����������	
���
���
���
��）への

報告義務」が国内金融機関に義務づけられていることが一因として考えられる。

�　����ウェブサイトによると，１年間に相互評価を受けるのは，平均２～４カ

国である。

�　“��������”に対する日本語訳には「制裁」が使用されることが多いが，日本

の���である金融庁特定金融情報室では，“��������	�
����”の対訳として用

いられることの多い「対抗措置」をあてている。その理由としては，常設国際

機関ではない����が採用するこの手段が，従来，「制裁」が用いられる場合で

ある国際法や国連決議に基づいて実施されるものではないという性質に留意

しているからとも考えられる。

�　たとえば，２００４年７月に行われた����総会では，グアテマラを����リスト

から除外することが発表された。����はその理由に，�オフショア銀行に免

許の取得と監督の受入を義務付ける法律の可決，�金融機関に対する顧客の身

元確認の義務化，�銀行に対する疑わしい取引の当局への報告義務化等，大幅

な進展がみられたことをあげている。

�　正式名称は����������	
��	

�
��	
�������������������。同国の商業銀行の

なかでは，貸出資産規模１位である。

�　���［２００４���２０�２１��４５（�������）］（���������	
���
�����������－����������	�
�

����）��２００３年にはオーストラリア連邦警察および���の出資により，２回の��

類型ワークショップが開催されている。

�　８５カ国以上に支部をもつ���である�����������	
��������
����は腐敗に関

する指標（����������	
���������	
�����	�

）を毎年発表している。過去１０年

（１９９６～２００５年）におけるフィリピンのスコアは最低で３�６（１９９９年），最高でも

２�５（２００３，２００５年）であり，数値が発表されている約１３０カ国中，９０～１００位

台で推移している。

�　��������	
��	�
�	９１６０，大統領署名２００１年９月２９日，同年１０月１７日発効。

�　財政難の改善を目的とする他法案（付加価値税率増や公務員給与体系の変更

等）の審議が優先されたため，����も大統領が指定する最優先審議法案のひ

とつであったが，上下院での審議スケジュールは大幅に遅れた。また，����

の勧告を「内政干渉である」として批判する議員もいた。

�　アメリカの���である��������	は，����解除以降も２００５年４月まで，フィ

リピン関係の取引に「とくに注意するよう」金融機関に指導していた（��������	

２４����������	
������

���������
����������������	
����������
	���������������

�����������	
����
��
������
�
�����
�����������		��
�）。また，エグモント・グ

ループへのフィリピンの正式加盟が認められるまでは約３年を要した。
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�　����は，���に関する国連条約を批准している途上国を含むすべての加盟

国について����認定基準に基づく評価を終了したわけではない。２０００～２００１

年に４７カ国について調査し，����リスト発表後は年１回の見直しを継続して

いる。将来，たとえば���や世銀と協力のうえで，すべての国連加盟国につい

て同様の評価行うか否かについては不明である。

�　このような現状に鑑みると，軍政を理由に���・世銀および���からの融資

および技術援助が停止されているミャンマーは，他の途上国より制約の厳しい

状況にあるといえる。

�　����への加盟が認められるためには，「すでに相応の��規制枠組みを国内

に構築済みであるか，対策の実現を著しく進捗させた」と総会でみなされる必

要があり（表３の注を参照），現時点で����は，オブザーバーを含め加盟国を

大幅に増加させる意思をもっていない。２００６年１１月時点での����加盟国は３１

カ国（欧州委員会および湾岸協力機構を除く），エグモント・グループの加盟

国は１０１カ国。過去においては，����認定国であると同時にエグモント・グ

ループの正式メンバーであった国もある。
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